
(単位：千円）

金　　額 金　　額

3,832,481              4,779,974              

496,996                 2,720,000              

22,621                  87,010                  

100,809                 741,696                 

1,518                    30,991                  

3,206,427              55,874                  

3,936                    3,091                    

1,718                    40,151                  

△1,545                 863,086                 

187,787                 

50,018                  

269                       

2,180,365              77,610                  

177,421                 4,185                    

177,281                 73,425                  

140                       

4,857,584              

2,002,944              

98,857                  

335,357                 

1,568,730              1,155,263              

100,000                 

100,000                 

25,000                  

75,000                  

955,263                 

955,263                 

955,263                 

(230,199)

1,155,263              

6,012,846              6,012,846              

（注） 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しております。

資 本 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

投資 そ の 他の 資産

長 期 立 替 金 純　　資　　産　　の　　部

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金 株 主 資 本

そ の 他

負　債　合　計

預 り 金

賞 与 引 当 金

ソ フ ト ウ ェ ア

固 定 資 産 固 定 負 債

無 形 固 定 資 産

長 期 預 り 敷 金 保 証 金

長 期 預 り 金

そ の 他

前 払 費 用 未 払 事 業 所 税

そ の 他 未 払 消 費 税

貸 倒 引 当 金 前 受 金

未 収 入 金 関 係 会 社 未 払 金

貯 蔵 品 未 払 費 用

立 替 金 未 払 法 人 税 等

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 関 係 会 社 借 入 金

売 掛 金 未 払 金

貸　借　対　照　表
（2024年3月31日現在）

資　　　産　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

科　　　目 科　　　目

 純　資　産　合　計

資　産　合　計 負債及び純資産合計

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

（ う ち 、 当 期 純 利 益 ）



【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

貸借対照表の作成に当たって採用した会計処理の原則及び手続きは、次のとおりであります。

1.固定資産の減価償却の方法
定率法

定額法
　自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5年）に

基づく定額法を採用しております。

2.引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 　役員及び従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上して

おります。

3.消費税等の会計処理方法

　資産に係る控除対象外消費税等は、発生事業年度の期間費用としております。

4.収益の認識

　当社は、主要な事業として社宅代行事業を行っています。事業における履行義務の内容は次のとおりです。

　社宅代行事業については、主に借り上げ社宅の契約や解約、従業員の入居、退去等の管理代行を行う

事業であり、管理契約に基づき、社宅の契約や解約等を代行するサービスを提供する義務等を負ってお

ります。当該履行義務は一時点で充足されるものであり、管理報告書を毎月指定日までに作成し、契約

に基づいた金額を収益として認識しております。

個　別　注　記　表

（１）有形固定資産

（2）無形固定資産


